
2025年3月期実績

　2025年3月期の当期純利益は、前期比2%増の3,516億円、ROEは
8.8%となりました。Greenko Energyの株式譲渡が当期中にはクローズ
まで至らず、純利益目標の3,900億円には達しなかったものの、過去最高
益を2期連続で更新しました。
　3分類別のセグメント利益について、まず「金融」は、前期にオリックス・ク
レジット（現、ドコモ・ファイナンス）の株式譲渡益を計上した反動による減
少を除くと、前期比横ばいの1,763億円となりました。
　「事業」は、国内の石炭・バイオマス混焼発電所2ヵ所で約200億円の減
損損失を計上したため、前期比9%減の2,002億円でした。ただし、イン
バウンド需要を取り込んだ関西エアポート事業や、AUMが過去最高を記
録したORIX Europeセグメントが好調であり、前期に買収した三徳船舶
の利益貢献もあったため、一過性の減損を除き実質増益でした。
　「投資」は、国内事業投資事業、不動産投資事業、ORIX USAセグメント
で、複数案件の売却を実現したことや、DHC、東芝、Avolonなど投資先の
利益も伸長し、前期比50%増の1,682億円となりました。
　世界的な景気回復やインフレ傾向を捉え、航空機や蓄電所、不動産、国
内PE等の投資を複数実行しました。6,000億円の新規投資を行い、

6,450億円を回収し、キャピタルゲインを1,407億円計上しました。
　配当実績は、通期1株当たり配当額が120.01円、配当総額は1,371億
円となりました。自己株式取得は500億円実施し、発行済株式総数の2%を
超える自己株式については消却しました。総還元性向は53%となりました。

前中期経営計画の総括

　2022年5月に公表した前中期経営計画では、「当期純利益4,400億円」
「ROE11.7%」「A格相当の財務健全性」の3指標を、2025年3月期の目
標として掲げました。期間中の業績は、金利上昇に起因する米国M&A市
場の停滞や投資先の業況悪化、中国における不動産市況の悪化などによ
り、ORIX USAセグメント、中華圏の各事業が大きな影響を受けました。
　一方で、インバウンド需要の高まりや資産価格上昇を背景に、自動車リー
ス事業、不動産投資・運営事業、関西エアポート事業、輸送機器事業の各
事業が好調に推移し、2022年当時の想定を上回る業績となりました。
　また、DHCや三徳船舶の買収、東芝への投資など新規実行した一方、不
動産投資・国内事業投資・海外エネルギーなどの領域における資産の入れ
替えを進めました。加えて、2024年3月期には、オリックス・クレジットの
持分66%をNTTドコモに譲渡しました。
　その結果、前述のとおり2025年3月期の業績は利益・ROE目標には届
かなかったものの、2024年3月期、2025年3月期とも2期連続で過去
最高益を更新しました。1株当たり配当額も、過去14期連続で前期と同額
以上の配当成長を維持し、機動的な自己株式取得は3ヵ年で1,500億円
実施しました。
　キャピタルリサイクリングを通じて資本の十分性を確保しつつ、新規投
資や株主還元を進めた結果、信用格付のうちMoody’sとFitchはA格水
準、R&IとJCRはAA格以上を維持しております。S&Pは2024年4月に
BBB+となりましたが、社債マーケットでの適切な対応を行った結果、実際
の資金調達には影響していないと判断しております。

2026年3月期予想

　2026年3月期の当期純利益は3,800億円を予想しており、3期連続で
の過去最高益更新を目指します。当社では貿易取引を伴う事業を行ってい
ないため、いわゆる「トランプ関税」による直接的な影響はほとんどありませ
ん。不確実性の高い事業環境に留意しつつ、ROE向上に注力していきます。
　3分類別のセグメント利益について、「金融」は、保険セグメントにおける
保険料収入の安定的な成長を背景に、前期比2%増の1,800億円を見込
んでいます。
　「事業」は、ターミナル1のリノベーション工事が完了し、大阪万博による
利用者数増加が見込まれる関西エアポート事業に加え、AUMのさらなる
拡大が見込まれるORIX Europeセグメントや、好調な航空機リース事業
の寄与により、前期比15%増の2,300億円を予想しています。
　「投資」は、国内事業投資事業および不動産投資事業が、引き続き高い
利益水準を維持し、前期比13%増の1,900億円を見込んでいます。
　新規投資と回収は、それぞれ5,000〜7,000億円を見込み、1,200～
1,800億円のキャピタルゲインを計上する見通しであり、また、前期実現
に至らなかった大型売却案件のクローズに注力するなど、引き続きキャピ
タルリサイクリングに注力していきます。

財務戦略について
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長期ビジョンと新中期経営計画について

　新たな中期経営計画策定に当たり、2035年3月期までに実現したいオ
リックスのありたい姿として、長期ビジョン「『事業価値創造』と『顧客課題解
決』を通じて、社会にインパクトをもたらす。」を設定しました。この長期ビ
ジョンを実現するための戦略が、グループCOOの髙橋が11～13ページで
ご説明している成長戦略「ORIX Group Growth Strategy 2035」です。
　Pathways、Growth、Impactの3つの戦略的投資領域を中心に、当社
の強みである「資産価値創造」と「顧客課題解決」の2つのモデルを進化さ
せることで、ORIX Group Purpose & Cultureにある「未来をひらくイン
パクト」を継続的に創出することが可能となると考えています。また、2035
年3月期の「ROE15%」「当期純利益1兆円」を長期的なターゲットと位置
づけ、中間マイルストーンとして2028年3月期の「ROE11%」を新中期経
営計画における最重要目標としました。

➡ P.11～13  COOメッセージ

　ROEの向上には、各事業の成長のみならず、ポートフォリオ管理の徹底
が重要であると考えています。当社では、各事業・資産の成長性や資本効
率性、信用格付への影響を可視化するダッシュボードを整備しています。
これにより、資本効率の低い事業や資産については、縮退や売却の可能性
も含めて、資本負荷を低減する方策を徹底的に検討します。
　金融・事業・投資の3分類ごとに、具体的な施策を通じて、2028年3月
期までの3ヵ年においてそれぞれのROE向上を目指します。加えて、全事
業分野において、アセットマネジメント事業の拡大を進め、現在74兆円の
AUMを100兆円規模に成長させることを目指しています。当社の持つ、
多様なアセットにおけるディールオリジネーション力、管理・バリューアップ
力、機動的なキャピタルリサイクリングの実行力を武器に、バランスシート
に制約されることなく、幅広い収益機会を獲得します。これにより、フィー
収入による安定収益基盤の拡充を図り、新中計の利益成長とROE向上を
実現していきます。

金融 事業 投資
ROE（25.3→28.3） ROE（25.3→28.3） ROE（25.3→28.3） 

13.5% → 15% 7.4% → 複数年平均で11%
●オルタナ投融資の積上げ/アセマネ化
NRL等ローン、保険の運用

●アジアは選択と集中

●非金融収益の拡大
法人向け保険商品の強化（シナジー）

8.2% → 2桁
●アセマネの横展開・拡大

ROBECOグループ
不動産、再エネ、輸送機器
　双日船舶の70%株式取得

●インバウンド向けサービス深化
空港、ホテル、レンタカー

●キャピタルリサイクリングの加速
リカーリングな売却益の拡大

●PE等ファンドの組成/活用

●マイクロ事業承継（法人営業）
25.3期は3件をExit

財務健全性

ターゲット
（経営指標）

A格に相応しい財務基盤を維持

2028年3月期 目標

ROE 11.0%

2035年3月期 長期ビジョン

純利益 1兆円

ROE 15.0%

企業価値成長に
相応しい株主還元

AUM

① 39% or 前期実績の高い方
② ROE11%達成を重視、機動的に設定

① 39% （120.01円/株・通期）
② 500億円

アセマネfeeが成長ドライバー

純利益 3,516億円 

74兆円 100兆円（着実な拡大フェーズ） 

ROE 8.8 % 

2025年3月期 実績 

ありたい姿 「事業価値創造」と「顧客課題解決」を通じて、社会にインパクトをもたらす。

① 配当性向
② 自社株買い

財務戦略について
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財務健全性について

　金融危機以降、当社は資産構成の軸足を「金融」から「事業」「投資」へと
徐々に移行させ、デレバレッジを進めました。2025年3月時点の資産残
高は、「金融」8.8兆円・「事業」4.6兆円・「投資」2.9兆円、預金を除くデット・
エクイティ・レシオは1.5倍となっています。
　2025年3月時点の長短借入債務および預金の残高は8.7兆円です。
当社ではさまざまな手段を活用し、低金利で安定的な負債調達を継続して
います。これは、競争力維持に必要不可欠であり、株主価値向上にも寄与
するものと考えています。具体的には、メガバンクなど金融機関からの安
定的な借入、米国証券取引委員会（SEC）登録の米ドル債など国内外での
継続的な社債発行、アセットを活用したファイナンス、オリックス銀行の預
金調達など、多様な調達手段を有しており、これは当社の大きな特徴です。
グローバルな市場で円・ドル・ユーロなど多様な資金調達を実行するに際
し、国際的な信用格付機関による信用格付A格水準の維持・向上は極めて
重要な経営課題となっています。

　金利や為替相場の変動といった市場リスクに対しては、ALM（アセット・
ライアビリティ・マネジメント）を徹底しています。また、大型の新規投資に
際しては、検討段階から格付会社が重視する定量指標への影響を事前にシ
ミュレーションし、前もって格付会社との対話を行うことで、慎重な対応を
図っています。最も重視される資本の十分性について、資産および事業の
リスク量を独自に計測・モニタリング・開示し、資本使用率は90%台前半
と効率性と安定性を両立する水準で推移しています。

資本コストを意識した企業価値の向上について

　当社株主の40%超は海外機関投資家で構成されており、グローバルな
株式投資先として選ばれる資本政策の推進が重要であり、和・英、両言語
によるIR活動や情報開示はもとより、ADR（米国預託証券）のNYSE上場
などを活用して訴求しています。
　過去の株式市場における株価の実績において、当社の株式価値は、
ROEとPBRに高い相関関係が確認されています。中期経営計画で掲げた
ROE目標達成により、EPSの持続的な成長を展望し、企業価値の一層の向
上を目指していきます。

非財務情報開示について

　当社の多様な事業や価値創造を丁寧に説明・開示し、投資家の皆さまの
ご理解を深めていただくことは、資本コストの低減に直結すると考え、事業
ポートフォリオに相応しい非財務情報開示にも注力しています。サステナ
ビリティの観点で外部評価を高めることは、ESGアクティブな投資家はも
とより、インデックスなどパッシブ投資家からも投資対象銘柄に採用いただ
くことにつながります。ESG評価機関による好評価の獲得は、経営とサス
テナビリティを結び付ける重要な施策と位置付けています。
　本統合報告書においても、81～89ページにGHG排出量や人的資本関
連を含む、各種データを充実させています。多くの投資家が参照する5つ
のESG評価機関による当社に対する評価は、日本企業の上位層となって
います。これにより、89ページに示すように7つのESGインデックスの構
成銘柄に選定されています。

➡ P.81～89 ESGデータ
➡ P.89 ESGインデックスへの組み入れ

ESG評価機関による評価
（2025年7月15日現在）

ESG評価機関 評価

MSCI AA

FTSE 3.7

Sustainalytics 20.0＊

DJSI 38

CDP A-

＊ Sustainalyticsは、数値が低いほどリスクが低いとの評価 （20.0未満が“low risk”）

株主資本・資本使用率

（兆円）

93%
91%91%

88% 86%

3.0
3.3 3.5

3.9 4.1

20252024202320222021

資本使用率＊1

株主資本
リスクキャピタル＊2

ROE、EPS、PBRの推移

新中期経営計画
～2028年3月期

「中期的な方向性」
～2025年3月期

「中期的な方向性」
～2021年3月期

「中期的な方向性」
～2018年3月期

20272026202520242023202220212020201920182017201620152014 2028 2035

10.5%

8.8%

308円

148円

0.86倍

0.99倍
ROEPBR EPS

＊1 株主資本に占めるリスクキャピタルの割合
＊2 すべての資産において過去の最大下落率をもとに算定、信用格付はA格前提

格付
（2025年3月末）

格付機関 格付

S&P BBB+（安定的）

Moody’s A3（安定的）

Fitch A-（安定的）

R&I AA（安定的）

JCR AA（安定的）

財務戦略について
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還元政策について

　当社ではROE成長を企業価値向上の中核と位置付け、利益成長と株主
還元の両立を重視しています。財務健全性を損なうことなく、成長に向け
た新規投資に資本を活用しつつ、余剰と考える資本については機動的に自
己株式取得を実施し、還元しています。
　中期経営計画における株主還元は、「配当性向39%、または、前期1株
当たり配当のいずれか高い金額」の配当を実施すること、自己株式取得に
ついては年間500億円規模をベースとしつつ、株主資本の適正水準を考
慮して、状況に応じて機動的に行う方針です。
　当社は、配当を安定的・継続的な株主還元の中心と位置付け、過去14年
間にわたり、前期配当額と同額以上の配当成長を継続してきました。配当性
向39%は東証プライム市場上場企業の平均を上回る水準と考え、2025
年3月期の1株当たり配当金実績は120.01円としました。2026年3月
期は、当期純利益3,800億円の場合、132.13円を見込んでいます。
　自己株式取得も、2020年3月期以降、毎期実施してきています。2026
年3月期については、予定している新規投資に伴うリスク増を踏まえても
十分な資本水準を維持できると判断し、2025年5月に1,000億円の自己
株式取得枠を設定し市場買付を進めております。これらの結果、総還元性
向は、2025年3月期実績は53%となり、2026年3月期については65%
程度と見込んでおります。

※ 2026年3月期の予想数値は、当期純利益3,800億円の場合。配当金は「配当性向39%、または、前期1株
当たり配当のいずれか高い金額」。

機関投資家の皆さまとのコミュニケーション

　株主・投資家の皆さまとの対話は、CEOおよびCOOのリーダーシップ
のもと、IR担当役員および関係部門が中心となって実施しています。
2025年3月末時点における株主構成は、海外機関投資家が45.3%、国
内機関投資家が38.9％、個人株主が14.6%となっております。当社のIR
は東京とニューヨークの2拠点体制としており、投資家ミーティングの充実
に努めた結果、2025年3月期における実施件数は約570件でした。CEO
およびCOOは、半期ごとの決算説明会でのプレゼンテーションに加え、主

要な機関投資家との対面ミーティングを国内外で積極的に行い、これらの
投資家の皆さまの声を機動的に経営判断に反映しています。
　近年では、個別事業の詳細に加え、それらを監督する経営管理に関する
ご質問・ご要望をいただく機会が増えています。こうした声にお応えし取
締役会の状況を直接お伝えする取り組みとして、社外取締役と機関投資家
との対話の場を設けるなど、コミュニケーションの深化に取り組んでいます。
　今後も、テーマ別の事業説明会や運営施設の視察会などを、タイムリー
に企画・開催し、いただいたご意見・ご指摘を経営判断に反映させること
を通じて、企業価値の持続的な向上につなげていきます。

1株当たり配当と配当性向

配当性向

13%

132.13

8

120.01

202520242023202220212020201920182017201620152014201320122011 2026
（予想）

（円）

39%39%通期配当

社外取締役と機関投資家との対話

　2025年3月期においては、オリックスを長年分析している国内外の
アクティブ機関投資家をお招きし、社外取締役との対話の場を2度開
催しました。
　　程取締役・渡辺取締役と機関投資家5社（2024年7月）
　　渡辺取締役・柳川取締役と機関投資家4社（2025年1月）
＜対話テーマ（抜粋）＞
• ROE、キャピタルリサイクリング、資本コスト、財務戦略
• サステナビリティやパーパスに対する取締役会の関与・監督
• 取締役および執行役員の報酬制度

　例えば、「ROE向上のための投資と還元のバランスについて、取締
役としてどのように執行を監督したいか」「キャピタルリサイクリングが
ROE向上施策の一つと理解している。これまで上手くいったのは井上
CEOのリーダーシップによるところが大きいか？組織としてエンベッド
されるような仕組みが整っているか？」といった質問に対し「自己株式取
得だけで無理にROEを上げるべきと思わない。業容拡大のために何

をするかが重要。キャピタルリサイクリングに関し、当社はあまりこだ
わりを持たずにEXITができており、この点を評価すべき」「『ちゃんと
売る』という意識はカルチャーとなっている。執行メンバーは、当社の
カルチャーを引き継いでいきつつ将来ビジョンをつくっており、ポート
フォリオ全体を俯瞰して大きな枠組みで捉えた議論をしている」と述べ
ています。
　終了後、参加された投資家の皆さまからは、「ROEは株価を左右す
る極めて重要な指標である」等の論点について、「社外取締役が投資家
と同様の視点を持ち、取締役会の場で厳しい議論が行われていること
が確認できた」「安心感を得られた」という声が寄せられました。「対話
の機会を継続的に設けてほしい」というご要望も多く頂戴しており、当
社としても引き続き機会の拡充を図っていきます。
　また、このような対話における重要な質疑やフィードバックについて
は、CEO・COOを含む全取締役に報告を実施し、経営判断や取締役
会の議論に適切に反映しています。
　なお、本統合報告書55～56ページには、渡辺取締役と程取締役の
対談を掲載していますので、ぜひ併せてご参照ください。

➡ P.55～56 社外取締役対談

財務戦略について
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